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中国における消費者紛争の解決への途
裁判所設営型 ADRについて
組 荊(1)
はじめに
周知の通り， ADR (Alternative Dispute Resolution)は，訴訟外の紛争
解決する方法として，その手続きが簡単であり， コストも安く，時間的にも迅
速であり，審理が非公開であるとのメリットを有する。ぞれゆえ， ADRは，紛
争を解決する重要な途として，特に小額紛争，例えば消費者紛争を解決するに
は，訴訟より相当有利である。 1994年 l月1日に施行された「中華人民共和
国消費者権益保護法J(以下， 1"消費者保護法Jと称する)第34条は，消費者
紛争を解決する一つの途として， ADR型の一つである仲裁制度を規定してい
るω。しかし，仲裁は事前合意が必要であるため，多くの仲裁合意のない消費
者紛争にとって，仲裁で紛争を解決することは現実的ではなく，当該規定はほ
ぼ空文化しているともいえる。消費者が経営者と協議ができない場合には，消
費者協会の調停あるいは法院への提訴によって紛争を解決するのが最も多い利
(1) 中国南京師範大学法学院専任講師。なお，本稿は， 2008年1月25日明治大学で
行われた国際シンポジウムの報告原稿である。明治大学法科大学院教授工藤祐巌が
若干の日本語校関をおこなった。
( 2 ) ["消費者権益保護法J34条により，紛争を解決する途は， 5種類ある。すなわち，
①経営者と和解すること，②消費者協会に調停を申し立てること，③行政機関に申
し立てること，④合意により仲裁すること，⑤訴訟すること。
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用方法である。しかし，消費者協会が権威性と専門性を欠くため，調停に至ら
なかった場合には，結局，訴訟を提起しなければならなL、。生活リズムがます
ます加速する中国においては，直接訴訟を提起することが多くの消費者にとっ
ての第一の選択肢となっており，その中で，訴額が l元の訴訟まで提起される
こともある。しかし，訴訟での消費者紛争の解決は，コストが高く，時間もか
かり，さらに，専門性が要求され，立証責任の負担が重いという問題もあり，
必ずしも適切な消費者紛争解決方法とはL、えない問。 ADRと訴訟のメリット
を同時に利用し，長所を利fIJし短所を克服し，消費者紛争を解決するにふさわ
しい方法を構築することが，本稿が探求する問題である O 筆者は，米国に起源
を有する裁判所設??刊~ ADRとそが，消費者紛争解決のための・つの途として，
|消費者保護法」第 34条に規定されている仲裁の不可操作性を解決することが
できる方法ではなL、かと考える。
所調裁判所設営型ADRCCourt-Annexed ADR)とは. I裁判所内で設立
され訴訟外で紛争を解決するシステムであり，同時に，訴訟手続きとある程度
の関連性を有する ADRの一つであるJ"lと定義する学者もいる。したがって，
裁判所設営型ADR制度は，訴品制度と普通ADR制度の特例:を結び付け，両
者を同時に適用することができ，裁判所設営型ADR制度の中で.ADRは訴
訟の前置手続であり，補充するものであるため，当該制度が司法的な性質を有
すると考えている学者もいる問。 2004年9月 16日，中国最高人民法院は，
「人民法院民事和解仲裁における若干問題に関する規定J(以下，司法解釈と略
称する)を公布し，その中で裁判所設営型ADRについて規定を設けた。筆者
は，本稿で，裁判所設営型ADR制度の背景，裁判所設営型ADR制度の内容
を紹介し，中国で如何にして消費者紛争を解決する裁判所設営型ADR制度を
構築すべきかについて探求する O
(3 ) その原因についての詳細は，陳愛武，趨利「中国における消費者訴訟の障害とそ
の解決方法」慶応法学第6号.473頁以下を参照されたい。
(4) 辛国清「アメリカ裁判所設営型ADRに関する研究」社会科学研究 2006年6号，
82頁。
(5 ) 章武生「司法ADRに関する研究」法学評論 2003年2号. 137頁。
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一中国で裁判所設営型ADR制度を確立する背景
訴訟和解は「東方経験」といわれたが，中国において，人々の訴訟に対する
意識が高まり，法律を学ぶ人数が増加し，弁護士の職業が市場化したことに伴
い， 90年代後半に入札裁判所の人員の増加がないにもかかわらず，訴訟事
案が大幅に増加した。審理継続中の事案の数を減らすため，事案解決の迅速化
が図られ，裁判所は和解子続きを省略し，判決で紛争を解決する割合が上昇し
た。一審民事(経済)事案における和解の割合は，最初の 80%から， 2003年
までには 30%足らずへと減少したヘ他方，申し立てや陳情は増え，執行難
となり，紛争は，訴訟を通じて解決したのではなく，返って増えただけとなっ
た。このような背景の下で， 2003年，最高人民法院は， I訴訟和解の規範化を
重点に置き，調査研究グループを創立し，和解の全体情況と存在する問題に対
して全面的な調査研究を行うJ1Iこととした。調査研究グループは，一部の法
院に対して調査研究を行い，意見と提案を聴取した上で，調査研究報告を完成
し，訴訟和解に関する司法解釈の起草に着手した。当該(;'J法解釈は，九稿を経
て， 2004年8月 18日，最高人民法院審判委員会第 1321回の会議において成
立し， 2004年 1月l日に施行されたヘ
当該司法解釈は，法院の和解規範を定立し，当事者の訴訟に便宜を図る役割
を果たし，特に，裁判所設営型ADRの雛形を確立した。ここで，当該司法解
釈における裁判所設営型ADRの内容を紹介する。
ニ中国における裁判所設営型ADR制度の内容
当該司法解釈は， 24条から成る。その中で裁判所設営型 ADR制度に関す
( 6 ) 楊調時編『最高人民法院民事調停に関する司法解釈の理解と適用』北京出版社
2004年 1月， 19頁
(7) 前掲書， 6頁。
( 8) 前掲書， 7頁。
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る主要内容は，以下のとおりである。
1.裁判所設営型ADRに関する方式
司法解釈の中では裁判所設営型 ADRに関して 3積類の方式を確立した。
(1 ) 協力調停人制度
所謂協力調停人制度とは， r人民法院は，当事者と一定の関係または事案と
一定の連絡を有する企業，国家機関，社会団体あるいはその他の組織及び専門
的な知識を持ち，特定の社会経験を有し，当事者と特定の関係を有し，かっ和
解の促進に役に立つ個人を招聴い和解に協力するよう求めることができる」
(第3条第 l項)という制度である。その法的根拠は，民事訴訟法第 87条の
「人民法院は，和解をするときに，関係する機関と個人を招聴い協力安求め
ることができる」という規定である。厳密にいえば，当該制度は，裁判所設営
型ADR制度ではなく，訴訟における和解の方法の 1つであるが，訴訟和解中
に裁判官の他に協力調停人も参加することから，一種の訴訟和解と訴訟外調停
を並行して実施する一種の制度である。協力調停人の範囲は，当事者と一定の
関係または事案と一定の連絡を有する組織，個人である。この規定は，濃障な
「知人社会Jの背景に基づいて設けられたことが窺える。
(別委託調停人制度
所謂委託調停人制度とは， r各当事者の同意を得，人民法院が前項に定めて
いる組織あるいは個人に委託し事案を調停する。調停協議が成立すれば，人民
法院は法に基づき確認しなければならなLリ(第3条第 2項)とされる制度で
ある。当該制度は，上述の裁判官の主導の下で行う協力調停人制度と違い，裁
判所の委託の下で，調停を完全に調停人に委託する。委託調停人の範囲は，上
述の協力調停人と同様である。
アメリカの裁判所設営型 ADRの類型には裁判所設営和解制度がある。すな
わち， r当事者が協議により，中立の第三者(和解人)の協力の下で和解する
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形で紛争を解決する方式であるJ<九本制度は，アメリカの裁判所設営和解制
度と類似するのではなL、かと思われる。
(3) 協議調停人制度
所謂協議調停人制度とは， r当事者が自ら協議する過程において，人民法院
に協議活動に対して協力するよう求める場合は，人民法院は，審判補助員を派
遣し，または，関係組織もしくは偶人に協力するよう委託するJ(第4条第2
項)という制度である。同項によれば，協議調停人は，組織あるいは個人だけ
ではなく，審判補助員であることも可能であるo上述の(1)(2)の制度は，法院の
職権によって始まるが， (3)の制度は， r当事者が自ら協議する過程において，
人民法院に協議活動に対して協力するように求める」ことによって始まる。
2.協輯(和解)蓄の効力について
司法解釈第3条第2項は，上述の委託調停人を通じて当事者が協議を成立さ
せた後に，人民法院が法に碁づき確認しなければならない，あるいは，
者が訴訟の過程において自ら協議を成立させた場合には，人民法院は，当事者
の申立てにより，法に基づき協議書を確認し製作するJ(第4条第 1項〉とし，
協議(和解)書に対する確認制度を定めている。
(1 )形式要件
司法解釈第 13条前段は， r当事者双方が協議書に署名または捺印することに
よってその効力が生じることに同意すれば，人民法院の審査，確認を通じた後
に，記録に記入するかまたはファイルに備え付け，当事者，裁判官，書記官の
署名または捺印がなされた後に，その効力が生ずる。当事者が和解書の作成を
申し立てる場合には，人民法院は，和解書を作成し当事者に引き渡さなければ
ならなL、」と規定している。当該形式要件が書面であることは明らかであり，
( 9 ) 孫建「司法ADRについてJ，山東行政学院山東省経済管理幹部学院学報， 2004 
年1月第6期， 52頁。
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しかも， r当事者，裁判官，書記官の署名または捺印Jがなければならない。
これに対して，和解書の形式は，普通 ADRと訴訟和解とも異なる。普通
ADRの場合には，必ずしも書面でなくでもよいし，裁判官，書記官の署名あ
るいは捺印も必要ではなL、。また，訴訟和解書の形式は，中国民事訴訟法第89
条第2項の定めにより， r和解書は，裁判官，書記官から署名し，人民法院の
印章を加える」ことが求められる。しかも，協議書の作成は必ずしも必要でな
く，当事者の申立てによって作成する。その法的な根拠は，中悶民事訴訟法第
90条第 l項第4号に規定されている。すなわち， r次の事案で和解した場合に
は，人民法院は和解書を作成しなくでもよt，……(4)その他和解書の作成が必
要でない場合」と定められている。
(2) 実質要件
実質要件は，合意があり，かつ，合法であることである。そのため，司法解
釈第 12条は，確認できない状況について，次の四つの場合を定めている。す
なわち，①悶家利益，社会公共利益を侵害する場合，②第三者の利益を侵害す
る場合，③当事者の真実の意思に反する場合，④法律，行政法規の禁止規定に
違反する場合である。この四つの確認できない状況は， r民法通則」第65条
(無効民事法律行為)， r統一契約法」第55条(無効契約の事由)と同様であり，
民事訴訟法第9条に規定している合法的な和解原則，および，第 88条の「和
解で協議した場合には，双方の合意によるもので強迫させてはいけない。協議
の内容は法律の規定に反してはL、けなL、」旨の規定と一致する。
(3) 協議(和解)曹の法的な効力
司法解釈第 13条前段は， r当事者双方が協議書に署名または捺印することに
よってその効力が生じることに同意すれば，人民法院の審査，確認を通じた後
に，記録に記入するかまたはファイルに備え付け，当事者，裁判官，書記官の
署名または捺印がなされた後に，その効力が生ずる。当事者が和解書の作成を
申し立てる場合には，人民法院は，和解書を作成し当事者に引き渡さなければ
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ならなL、」と定める。同条後段は， I当事者が協議書の受取を拒絶しでも，当
該協議に影響を及ぼさない。一方が当該協議を履行しない場合には，他方は，
協議書をもって人民法院に強制執行を申請することができる」と定めている。
したがって，司法解釈が規定している協議(和解)警は，当事者の署名または
捺印によって効力を生じ，たとえ当事者が当該協議書の受取を拒絶しても，当
該協議に影響を及ぼさない。また，当該協議書は強制執行力を有する。
当該司法解釈の根拠は，上述の「民事訴訟法J第90条第 l項第4号の規定
の他に，法釈 [2003J15号「最高人民法院が簡易手続きで民事事案の審理に
関する若干規定J第15条第 l項に定められている。すなわち.I和解で協議が
成立し裁判が審査し，双方当事者が当該協議書について双方の署名あるいは捺
印によってその効力を生じることに合意した場合には，当該和解書は，双方の
署名あるいは捺印日にその効力が生ずる。当事者が抜き書きゃ複製を要求する
場合には，その要求に応じなければならな ~\J。
上述の規定は，普通ADRによって成立した協議書の効力とは異なり，普通
手続きによって成立した和解警の効力とも異なる。普通 ADRによって成立し
た協議書は，義務がある一方当事者が履行を拒否する場合には，強制執行力を
有しなL、。また，普通手続きによって成立した和解書の効力は，中国民事訴訟
法第89条第3項が「和解書は双方当事者が署名した後に，その効力が生じる」
と定め，第91条が「和解書を送達する前に一方当事者が後悔すれば，人民法
院は麗ちに判決安下さなければならなL、」と定める。そのため，当事者が協議
後で署名前に後悔するならば，和解書の効力は生じなL、。これは署名主義であ
る。しかし，実務では，かつては協議と送達の聞に時間的な間隔があったもの
の，パソコンの普及により，その時間的な間隔がなくなり，協議した後即時に
送達ができるようになったので，署名主義と送達主義聞に相違がなくなった。
三 消費者紛争を解決する裁判所設営型ADR制度を如何に構築するか
上述の司法解釈の適用範囲について，司法解釈第2条前段は， I和解で解決
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できる民事事案である場合には，人民法院は，和解しなければならなLリと定
める。和解しない事案の範囲については，同条後段が「特別手続き，督促手続
き，公示催告手続き，破産手続きを適用する事案，婚姻関係，身分関係の確認
事案及びその他事案の性質により和解ができない民事事案について，人民法院
は和解しなL、」と定める。したがって，上述の(1)協力調停人制度， (2)委託調停
人制度，および， (3)協議調停人制度は，当然消費者紛争にも適用されるが，上
述の三つの制度目身に一定の執行性が欠けるため，例えば，司法解釈の規定が
原則であるから，裁判官が「受理された後に如何にして法院と社会資源の閣を
調整し，裁判所設営型ADR制度を如何にスタートや終了させるか」について
把握できず，特に，委託調停人制度は，応用できないと評価されたけ九同時
に，上述の三つの ADR制度が消費者紛争だけに適用されるものではないこと
から，当該司法解釈に規定されたk述の制度は，消費者紛争の特徴に照らせば，
必ずしも消費者紛争を上手に解決できないという問題を有する。それゆえ，消
費者紛争の類型や特徴に応じて，.1ニ述の司法解釈を改善し，米国の裁判所設営
型仲裁制度を参考にして，中国における消費者紛争を裁判所設営型ADR制度
の構築を追求すべきである。
1.米国の裁判所股営現仲裁制度を導入し，消費者紛争を解決する
1978年，米国の国会は，初めて 3つの連邦地区に裁判所設営型仲裁計画を
創設する権利を与えた。当該計画は，強制的で拘束力のない裁判所設営型仲裁
に参加することを裁判の前提条件として当事者に求めた。裁判所設営型仲裁の
適用範囲は，広範で，多くの賠償事案に適用されるが，複雑な事件には適用さ
れなL、。当事者は，仲裁判断に不服がある場合には一定の時間内に正式の裁判
を求めることができる。当事者が当該期間内において訴訟を提起しないときは，
仲裁判断が裁判所の判決と同様に確定される(JJ)。消費紛争の大きな特徴は，
(10) 南京市中級人民法院研究チーム.["南京市法院が社会資源を利用し紛争を解決す
るに関する調査と思考 裁判所設営型ADRを中心にJ(会議論文)。
(11) 辛園清，前掲論文.85頁。
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小額であることである。小額裁判所が設立されていない中聞においては，米国
の裁判所設営型仲裁制度を導入して，消費紛争を解決する必要があると忠われ
る。
(1 ) 裁判所設営型仲裁制度を導入する必要性について
中国は80年代から法律の普及を始め，人々の訴訟意識は高まりつつ，法律
を学ぶ者も増えつつある一方，訴訟も増加しつつある O 特に， 2007年4月1
日より，中国では新しい訴訟費用徴収方法が施行された。新しい訴訟費用徴収
方法により，訴訟費用が大幅に減額され，簡易手続きで審理した事案や，和解
で解決した事案の訴訟費用は半額となった。例えば，賠償金額が l万人民元
(約 15万円〉の消費者訴訟事案では，訴訟費用は 50元(約800円)であるが，
簡易手続きを適用した場合や和解の場合に，訴訟費用は 25元(約400円)で
ある。当然，このような訴訟費用徴収方法を設定することは，当事者に和解制
度を利用するよう促すが，それにもかかわらず，低額な訴訟費用徴収方法のた
めに，紛争に巻き込まれた人々は提訴を最も多く選択したため， 2007年4月
以後，裁判所が受理した事案は前年度と比べると大幅に増加した(へそのた
め，裁判所設営型 ADR制度を利用することは急務である。しかし，招聴する
協力調停員や委託調停員は，ボランティアでなければ裁判所が費用を支給しな
いから，当事者が別途に費用を支給しない場合には，当該制度の利用率はかな
り低L、。南京市の一部の裁判所の調査により，裁判所が和解中で上述の ADR
制度安利用しない率は，和解事案総数の 89.6%となっている(山。政府の財政で
保障する裁判所設営型 ADR制度を導入し，民事紛争，特に消費者紛争を解決
することは，必要であり，有益な試みである。
(12) 詳細統計データは正式に交付されなかったが，裁判官との交流により，去年同期
と比較して 20%を増加したそうである。
(13) 南京市中級人民法院研究チーム，前掲論文。
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(2) 裁判所設営製仲裁制度を導入する可能性について
2008年 1月l日に中国「労働契約法」が実施された。同時に.2007年 12月
29日第 10回全国人民代表大会常務委員会第31回の会議で「労働紛争調停仲
裁法J(以下. I労働仲裁法Jと略称する)が通過し， 2008年5月1日に実施
される予定である。当該法律は，労働紛争を解決することを目的とするが，当
該法律に規定する仲裁方法で労働紛争を解決する制度は，同様に消費者紛争の
解決にも適用されうると恩われる。誰でも労働者であり，同様に，誰でも消費
者である。したがって，労働紛争を解決する上述仲裁方法を参考にして消費者
紛争を解決することは，明らかに実行可能である。また，中国では 1983年8
月21日に河北省新楽県で最初の消費者利益を保護する組織が創立され，同年
5月21日に正式に「新楽県消費者協会」と命名され. 1985年 l月12日に，国
務院が正式に公文書を発し中国消費者協会の創立に同意した (1九 1998年，国
務院の許可を得て，国家工商行政管理局に消費者権益保護司が増設され，主に
消費者権益を著しく侵害する事案を調査し処分する。 1999年に各地方工商行
政管理局内に消費者権益保護科が設立された(J九それ以後の 20年余りに，中
国各市，区で消費者協会が設立された。中国の消費者協会は，民間団体と異な
り. I各レベルの政府が成立した半行政的な組織であり，協会の人事と経費は
工商行政管理局が決定し提供し，同レベルの工商行政管理局の指導の下で仕事
をするJ'へそのため，消費者保護組織を十分利用し，仲裁に活用することは，
十分可能であると思われる。
(3) 裁判所股曽型仲裁制度を導入する構造
まず，一定類型の消費者紛争事案に対して裁判所設営裂仲裁制度を強制的に
適用する制度を設立する。消費者紛争の顕著な特徴は事案の訴額が少額である
ため，事実が明白で訴額が 100元である非公益的な消費者訴訟に対して，裁判
(14) 張厳方， r消費者保護法に関する研究Jl.法律出版社2002年8月.102頁。
(15) 梁慧星. 1"中国における消費者政策と消費者立法J.法学2000年5号.21頁。
(16) 張属感.1"消費者協会と消費者紛争の解決J.理論探索2004年4号.95頁。
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所設営型仲裁制度を強制的に適用する制度を利用して解決することは，紛争の
迅速的な解決や司法資源の節約に有益であると思われる。中国で訴訟事案の数
が上昇すると同時に，訴額が極めて少なくかっ非公益的な消費訴訟も提起され
ている。例えば，中国における訴額が l元であるリーディング・ケースである。
事案の主要事実は次の通りである。 1998年4月，原告である Xは，山西から
北京に旅行に来た。ある日，被告である Y本屋で「法廷に向うJ(法律出版社)
という本 l冊を買った。その後にホテルに戻ったが，途中で， Xは当該本の
216頁から 249頁が欠けていることに気がつき，パスに乗り Y本屋に戻り，
本の交換を求めたところ， Y本屋はこれに応じた。 Xは更に交通費である l
元の賠償を求めたが， Y本屋は， これを拒否した。そこで， Xは，北京東城
区法院に訴えを提起した。同年9月7日，東城区人民法院は，原告が求めた l
元の交通費や訴訟のための宿泊料等合計808元の賠償金が支払われなければな
らないとして， xを勝訴させる判決を下した(問。その後，中国で訴額 1:元の
消費訴訟が多数提起された。例えば，エアコン付きパスがエアコンをつけてい
ないため， 1元を収めすぎたとしてその返還を求めた消費者訴訟もあった。
これらの訴訟は，中国で相当な議論を引き起こした。しかし，訴訟と普通
ADR制度しか紛争を解決する方法がない下で，上述の l元訴訟は，司法資源
ぞ浪費するだけではなく，紛争の双方当事者にも大きな損失を与えた。例えば，
上述の l元の交通費訴訟においては， 1元のため，経営者である被告は 808元
を支払わなければならなかった。また，原告札勝訴はしたものの，当該訴訟
のため，中学の先生の仕事を止めざるをえなかった。したがって，このような
事実が明白で訴額が極めて少額である非公益的な消費者訴訟については，米国
の裁判所設営型仲裁制度安参考に，当事者の合意を必要とせずに，仲裁安強制
させるべきである。また，不服がある場合には，米国の裁判所設営型仲裁制度
と異なり，仲裁判断を終局のものとすべきである。そのことが，当事者双方に
とって有利であり，司法資源の浪費を減少させるであろう。
(17) 南峰， I裁判官は一元の訴訟に対する悩み一一「消費者保護法」の修正が早急であ
るJ，今日情報ニュース 199年l月13目。
-179一
法科大学院論集第5号
次に，仲裁員を選出する制度を設立するべきである。仲裁員になる者は，消
費者協会の職員が考えられる。消費者協会の職員は，消費紛争を処理する経験
が豊富であり， I消費者保護法」に対して知識があるため，裁判所設営型仲裁
制度における仲裁員としての適1Eを有する。また，専門知識を有する者も考え
られる。消費者紛争は，多様であり，製品品質に関する紛争もあれば，サービ
ス紛争の場合もある。また専門知識も必要であるため，製品品質技術監督局の
職員のような専門知識を有する人を仲裁員として選任することは，事案や寅任
の分明に役立つと思われる。さらに，裁判所が選任する仲裁員も考えられる。
裁判所として，仲裁員を選任する制度を設立する必要がある。日本の家事裁判
所の調停員制度を参加にして，試験や養成等を通じて，社会より，特に定年退
職した者や退職した裁判官より，ボランティアを選任し消費紛争の仲裁に参加
してもらうことが，消費者紛争の解決に役立つと思われるo
最後に，米国の裁判所設営型仲裁制度における費用徴収制度を参考すること
が重要である。米国の裁判所設営型仲裁制度において，仲裁判断に対して不満
があって裁判を申し立てる当事者は，裁判官の助手に仲裁コストに相当する保
証金を納付する。裁判を通じても更なる満足できる判決を得られない場合には，
保証金は没収される。裁判を求めた当事者が判決を通じて仲裁判断より少なめ
な賠償金を得た場合には，相手方の弁護士費用とその他の費用を懲罰として請
求される(問。これらの制度に鑑みれば，消費者紛争を申請する時に費用を徴
収せず，仲裁判断に対して不満があって裁判会申し立てる当事者に仲裁コスト
に相当する保証金を納付させることが考えられる。判決が仲裁判断を変更する
場合には，当該保証金を返還するが，判決が仲裁判断より不満足であるなら，
当該保証金を没収することも考えられよう。
2.協力調停人制度を品質鑑定事案に強制的に適用する制度の確立
品質問題に関する消費者紛争の場合には，生産者が鑑定を申し立てることが
([8) 辛園清，前掲論文.85頁。
ー 180-
中国における消費者紛争の解決への途
少なくなL、。しかし，鑑定書は，直接に生産者の責任を認定するのではなく，
鑑定申立てに応じて出されるに過ぎなL、。しかも，多くの事案における品質問
題が高度の技術性を有することから，たとえ鑑定書があったとしても，裁判官
の関連知識が不十分であるために鑑定結果に対して正しく判断できないことも
少なくない。
たとえば，ここ数年にわたり，夏季にビール瓶が爆発する事件が多発した。
このような事件が裁判所まで訴えられると， ビール瓶の生産メーカーはよく鍛
定を申し立てた。しかし，裁判官は関連知識を欠くため，鑑定結果を読み誤り，
さらに誤った判決を下した。たとえば， 1998年5月15日，原告である x(同
時3歳〕の祖父は，新居に転居するため，親友を招いて宴席を聞き，近くの屈
で被告Yが生産した珠江ビール2箱を買った，その中の 2本をテーブルの下
に置いた。当日午後2時30分頃， Xは，当該テーブルの近くに遊んでいたと
ころ，置いていたビール瓶が爆発し，飛び出したビール瓶のガラスのかけらに
よって Xは左目に怪我をした。 Xは，受傷後にすぐ病院に運ばれ入院し治療
された。同年7月7日まで合計52日入院し， 26，373元の医療費がかかったが，
YはXに当該医療費を支払った。ビール瓶が爆発した後に， Xの法定代理人
は広州市白雲区消費者協会に苦情を訴え， Yと一緒に爆発した 2本のビール
瓶のガラスのかけらを消費者協会に交付し，消費者協会が密封し保存しておい
た。本件を審理す7る時に， Yは，本件ビール瓶のかけらに対する鑑定を申し
立てた。同年 1月9日に，中華人民共和周司法部司法鑑定科学技術研究所よ
り， 2本のビール瓶の爆発が皆外力作用により形成されたとの鑑定結果を下し
た。裁判所は，当該鑑定結果に鑑み， ビール瓶の爆発が被告との聞に因果関係
がないため，原告の請求が事実と法的な根拠がないたして，原告の請求を棄却
し，原告に訴訟費用と鑑定費用を負担させる旨の判決を下した叩。しかし，
ビール瓶の爆発原因に対して研究を行うならば，当該事案における鑑定結果は，
原告にとって有利なものであったはずである。なぜなら，鑑定書には本件ビー
([9) 1ビール瓶爆発損害賠償事案J，南方ネット総合2004年7月29日。
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ル瓶が爆発したという結論を出したこと自体が，本件ビール瓶が人身，財産の
安全に対して危険を及ぼす可能性があることを示した。外力作用で形成された
か内力の作用で形成されたかという結論は，本件ビール瓶の内圧力が国家標準
に達成したが，衝撃に対する対外力は国家標準に達成していないことを示した
わけである。ビール瓶がビール専用のための瓶であるから， ビールを生産する
過程において大量の空気を入れなければならないため，常温で瓶の内圧力は
0.1-0.3 Mpa (パスカル)に逮さなければならない， ビール瓶は必ず一定の内
正力と対外力を持たなければならない。さもなければ， ビール瓶の内圧力が足
りないため， ビール瓶が運送，消費過程において爆発し人を傷をつける事故を
引き起こすことがありうる O 他方，ガラスは割れ物であり，ビール瓶は生産，
包装，ビール詰め， :l進送等の過程において，他の瓶や他の物と互いにぶつかる
から，ビール瓶は一定の対外力を有さないと，外力からの影響を受けることで
爆発する可能性があり得る。
このような事件の場合には，当然，中国民事訴訟制度により，技術が分かる
素人が人民陪審員として事案の審理に参加できるが，様々な原因により，当該
制度は活用されていない。また，人民陪審員制を取ると，事案の審理手続きは
普通手続きによらなければならないため，迅速に消費者紛争を解決することが
できなくなる刷。これに対して，協力調停人制度を適用すると， このような
デメリットを解決できると思われる。なお，当該協力調停人は，鑑定機関の専
門家でなければならない。
四終わりに
消費紛争を円満に解決することは，人々の暮らしに重要であり，企業の競争
力にも関連している。これまで，消費者紛争を解決するには，訴訟と ADRの
(20) 中国の一審民事訴訟においては簡易手続きと普通手続きに分けられる。特別事由
がなければ，簡易手続きの審理期限は 3ヶ月となるが，普通手続の審理期限は 6ヶ
月となる。
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二つの手段があったが，訴訟と ADRを結合し，消費紛争を解決する裁判所設
営型 ADR制度を確立し，消費紛争を解決する多種の途を探求することは，消
費者紛争を多元的に解決することに役立つと思われる。 2008年3月15日の
「消費者日Jぞ迎える前の 3月1 日に，江蘇省高級人民法院と江蘇省消費者協
会は，消費者紛争事案を解決するには，裁判所が消費者協会の職員を招聴また
は委託して紛争の調停に参加させる上述の ADR方法を採用することに合意し，
中岡式の裁判所設営型 ADR方法を探究している。
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